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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 27,241,617 27,014,551 36,881,844

経常利益 （千円） 1,394,904 857,797 1,712,065

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 969,856 599,083 1,172,489

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,007,663 659,668 1,221,448

純資産額 （千円） 7,633,482 8,375,052 7,847,100

総資産額 （千円） 23,861,452 25,716,920 25,487,667

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 442.78 273.54 535.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.0 32.6 30.8

 

回次
第63期

第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 170.23 165.87

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．平成29年10月１日を効力発生日として、５株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益額を算定しております

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の自国第一主義への政策転換や中国の台頭に伴うパ

ワーバランスの変動リスク、中東地域と朝鮮半島を巡る地政学的リスクの高まり等の不安定化要因はあるもの

の、リーマン金融危機からほぼ10年を経て、主要国経済はようやく同時成長に転じる兆しを強めつつあり、これ

を受けて国内景気は、深刻化する人手不足や足取りの鈍い物価上昇等にも拘らず、底堅い消費支出・安定した為

替相場・輸出の回復などに支えられ、第２四半期決算において過去最高益を更新する企業が急増するなど引き続

き堅調に推移しました。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、大手を中心に大都市圏の大型高収益工事や受注

環境の好転等を背景に過去最高益を確保した企業が増加する一方で、当社等の地方圏を経営基盤とする中堅企業

は、大都市圏での事業基盤の確立に時間を要するうえ、地方圏では引合い案件の減少に伴い官・民工事ともに収

益率の低下傾向が見え始めているほか、今後、慢性的な人手不足や働き方改革等に因るコスト増加要因も加わる

ことが予想されるため、経営環境が一気に厳しさを増すことが懸念されます。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は、売上高につきましては27,014百万円（前年同四半期

比0.8％減）となりました。損益面では、営業利益814百万円（前年同四半期比35.9％減）、経常利益857百万円

（前年同四半期比38.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益599百万円（前年同四半期比38.2％減）とな

りました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　（建築事業）

　完成工事高は20,818百万円（前年同四半期比4.3％増）、営業利益は1,536百万円（前年同四半期比20.6％

減）となりました。

　（土木事業）

　完成工事高は4,680百万円（前年同四半期比21.2％減）、営業利益は202百万円（前年同四半期比38.8％減）

となりました。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は、1,368百万円（前年同四半期比15.4％増）、営業利益は105百万円（前年同四半期比

242.4％増）となりました。

　（その他）

　その他の事業は売上高が146百万円（前年同四半期比6.8％減）、営業損失は38百万円（前年同四半期は22百

万円の営業損失）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は24百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,800,000

計 7,800,000

（注）平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会において、株式の併合に関する議案（５株を１株に併合）が可決され

たため、同年10月１日をもって、当社の発行可能株式総数は31,200,000株減少し、7,800,000株となっておりま

す。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,260,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 2,260,000 同左 － －

（注）平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会の決議により、同年10月１日を効力発生日として株式併合（５株を１

株に併合）を実施したため、提出日現在の発行済株式総数は9,040,000株減少し、2,260,000株となっております。

また、同年５月10日開催の取締役会の決議により、同年10月１日付にて当社の単元株式数を1,000株から100株に変

更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日 △9,040,000 2,260,000 － 1,712,500 － 1,341,130

（注）平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会決議に基づき、同年10月１日を効力発生日として、普通株式５株を１

株とする株式併合を実施しております。これにより、提出日現在の発行済株式総数は9,040,000株減少し、

2,260,000株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   349,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,930,000 10,930 －

単元未満株式 普通株式    21,000 － －

発行済株式総数 11,300,000 － －

総株主の議決権 － 10,930 －

（注）1.「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞ

れ6,000株及び6個含まれております。

2.平成29年６月23日開催の第63期定時株主総会の決議により、同年10月１日を効力発生日として株式併合（普通

株式５株を１株の割合で併合し、発行可能株式総数を39,000,000株から7,800,000株に変更）を実施したた

め、当社の発行済株式総数は9,040,000株減少し、2,260,000株となっております。また、同年５月10日開催の

取締役会の決議により、同年10月１日付にて当社の単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会
長野市南千歳町878番

地
349,000 － 349,000 3.09

計 － 349,000 － 349,000 3.09

 （注）平成29年10月１日を効力発生日とする株式併合（普通株式５株を１株の割合で併合し、発行可能株式総数を

39,000,000株から7,800,000株に変更）を実施したため、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は69,915

株となっております。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,403,595 8,746,008

受取手形・完成工事未収入金等 12,168,211 8,319,698

販売用不動産 172,474 54,891

未成工事支出金 219,144 660,267

不動産事業支出金 1,442,247 1,377,262

その他 689,190 209,978

貸倒引当金 △587 △123

流動資産合計 19,094,274 19,367,983

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,151,268 2,151,268

その他 1,472,309 1,455,120

有形固定資産合計 3,623,577 3,606,388

無形固定資産 54,720 54,181

投資その他の資産   

その他 2,933,086 2,906,357

貸倒引当金 △217,991 △217,991

投資その他の資産合計 2,715,094 2,688,366

固定資産合計 6,393,392 6,348,937

資産合計 25,487,667 25,716,920

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 9,897,208 9,973,761

短期借入金 1,440,000 1,620,000

1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

未払法人税等 540,093 154,177

未成工事受入金 1,900,845 1,991,140

不動産事業受入金 23,518 138,533

賞与引当金 136,587 38,695

完成工事補償引当金 38,880 49,710

その他 1,206,089 1,143,732

流動負債合計 15,423,223 15,349,752

固定負債   

長期借入金 720,000 540,000

退職給付に係る負債 793,549 823,589

入会保証預り金 602,850 559,050

その他 100,942 69,475

固定負債合計 2,217,342 1,992,115

負債合計 17,640,566 17,341,868
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,341,130 1,341,130

利益剰余金 4,717,947 5,185,376

自己株式 △44,944 △45,008

株主資本合計 7,726,632 8,193,998

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 128,186 186,881

退職給付に係る調整累計額 △7,718 △5,827

その他の包括利益累計額合計 120,468 181,053

純資産合計 7,847,100 8,375,052

負債純資産合計 25,487,667 25,716,920

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

 8/15



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 27,241,617 27,014,551

売上原価 24,385,701 24,582,294

売上総利益 2,855,916 2,432,257

販売費及び一般管理費 1,585,461 1,618,091

営業利益 1,270,455 814,165

営業外収益   

受取利息 26,265 289

受取配当金 19,492 18,116

受取賃貸料 18,348 19,072

入会保証預り金償還益 44,520 24,133

複合金融商品評価益 28,528 －

受取保険金 8,718 －

その他 12,648 14,786

営業外収益合計 158,522 76,398

営業外費用   

支払利息 32,160 26,146

複合金融商品評価損 － 5,536

その他 1,912 1,082

営業外費用合計 34,072 32,766

経常利益 1,394,904 857,797

特別利益   

固定資産売却益 － 8,606

投資有価証券売却益 － 13,192

特別利益合計 － 21,799

特別損失   

減損損失 11,338 －

特別損失合計 11,338 －

税金等調整前四半期純利益 1,383,566 879,596

法人税、住民税及び事業税 382,180 205,568

法人税等調整額 31,529 74,945

法人税等合計 413,710 280,513

四半期純利益 969,856 599,083

親会社株主に帰属する四半期純利益 969,856 599,083
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 969,856 599,083

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 29,607 58,695

退職給付に係る調整額 8,199 1,890

その他の包括利益合計 37,806 60,585

四半期包括利益 1,007,663 659,668

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,007,663 659,668

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 6,837千円 －千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 109,125千円 115,042千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 109,521 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 131,406 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
19,958,464 5,939,919 1,185,609 27,083,993 157,624 － 27,241,617

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

389 281,368 － 281,758 － △281,758 －

計 19,958,854 6,221,288 1,185,609 27,365,752 157,624 △281,758 27,241,617

セグメント利益

又は損失（△）
1,934,421 330,838 30,931 2,296,192 △22,579 △1,003,157 1,270,455

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,003,157千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
20,818,503 4,680,600 1,368,468 26,867,572 146,979 － 27,014,551

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

24,129 246,460 － 270,589 － △270,589 －

計 20,842,632 4,927,060 1,368,468 27,138,161 146,979 △270,589 27,014,551

セグメント利益

又は損失（△）
1,536,363 202,580 105,902 1,844,845 △38,182 △992,497 814,165

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△992,497千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 442円78銭 273円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 969,856 599,083

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
969,856 599,083

普通株式の期中平均株式数（株） 2,190,386 2,190,109

（注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
2.当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月５日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下　条　　修　司　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷

商会の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９年１０月

１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の平成２９年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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